
　

一般会計 栃木県市町村総合事務組合 黒磯那須共同火葬場組合
国民健康保険特別会計 栃木県後期高齢者医療広域連合 那須地区広域行政事務組合
後期高齢者医療特別会計 黒磯那須公設地方卸売市場事務組合 那須地区消防組合
介護保険特別会計 一般社団法人那須塩原市観光局 株式会社まちづくりにしなすの
温泉事業特別会計 公益財団法人那須塩原市農業公社
墓地事業特別会計 公益財団法人那須塩原市文化振興公社
水道事業会計 公益財団法人那須野が原文化振興財団

公益社団法人那須塩原市シルバー人材センター
社会福祉法人那須塩原市社会福祉協議会

※下水道事業特別会計、農業集落排水事業特別会計については、公営企業化に向けた移行期間中であるため、
　連結していません。

１　固定資産 １　固定負債
・有形固定資産 ・地方債

事業用資産（庁舎・学校など） （翌年度返済分を除く借入金）
インフラ資産（道路・河川など） ・退職手当引当金など
物品 （全職員が退職した場合の支給見込額など）

２　流動負債
・無形固定資産 ・翌年度償還予定地方債

（ソフトウエアなど） （翌年度返済分の借入金）
・投資その他の資産 ・賞与引当金など

（有価証券や出資金など） （翌年度支払う予定の職員のボーナスなど）

２　流動資産
・現金預金

（手元にある現金）

（財源の不均衡を調整する基金の積立金）
・未収金など

（当年度内に収入予定だった税金などの未収金）

平成２9年度決算 財務書類４表の公表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【統一的な基準】

市では、平成29年度決算から「統一的な基準」に基づいた財務書類４表を作成しました。
今回は、「市の会計」と「市に関係する団体の会計」を加えた、連結ベースの財務書類です。

統一的な基準とは？
　全国の自治体では、財政状況を説明する取組の１つとして、企業会計が採用する発生主義に基づいた財
務書類の作成・公表を行ってきました。しかし、財務書類の作成には複数の方式があり、その採用も自治
体によって異なることから、自治体間の比較が難しいという問題がありました。そこで、平成２６年４月
に国が統一的な基準を設定し、その基準に基づいて作成することとしました。これを受け、市では平成２
９年度決算から「統一的な基準」に基づいた財務書類４表を作成しました。

貸借対照表
（バランスシート）

財産の状況を示し、これまでに形成した資産と、その資産をどのような財源（負
債・純資産）でまかなったのかを表します。
将来世代が負担する「負債」と、現在までの世代が既に負担した「純資産」が分
かります。

・基金

78億9,220万円

521億3,858万円

負債と純資産の合計　2,785億1,661万円
〔資産の合計と一致〕

純資産の部　2,199億2,587万円
〔現在までの世代が既に負担した額〕

・純資産

負債の部　585億9,074万円
〔これからの世代が負担する額〕

資産の部　2,785億1,661万円
〔これまでに形成した資産〕

10億4,252万円

2,620億  181万円
2,449億6,530万円

692億5,091万円
1,740億3,601万円

16億7,838万円

1,200万円

170億2,451万円

165億1,480万円

2,199億2,587万円

392億6,045万円

128億7,813万円

64億5,216万円
52億4,863万円

12億  353万円

75億8,008万円

【市の会計（※）】

連結決算の対象

【市に関係する会計】



経常費用 Ａ

性質別（どのような経費に使ったか）
１　人にかかるコスト （職員の人件費にかかる経費など）
２　物にかかるコスト （事務や施設の経費、減価償却費など）
３　移転支出的なコスト
４　その他のコスト （地方債（借入金）の支払利息など）

経常収益 Ｂ
使用料・手数料など

純経常行政コスト(Ａ－Ｂ)　C
臨時損益 D
純行政コスト（C－D）

前年度末（平成２８年度末）純資産残高 Ａ

純行政コスト（行政コスト計算書の純行政コスト） B
財源（市税、地方交付税、国・県補助金など） C
その他（資産評価替えによる変動額など） D

本年度末（平成２９年度末）純資産残高 (Ａ－Ｂ＋C－D）

前年度末（平成２８年度末）資金残高
１業務活動収支 （継続的な行政活動から発生する収支）

おもな収入　　（市税・地方交付税など）
おもな支出　　（人件費・児童手当などの社会保障給付・補助金）

２投資活動収支 （公共施設整備などの整備に関わる収支）
おもな収入　　（国や県からの補助金など）
おもな支出　　（道路・学校・保育所の建設費）

３財務活動収支 （地方債の発行・償還などの財務的な収支）
おもな収入　　（地方債発行による収入）
おもな支出　　（地方債元金償還など）

本年度末（平成２９年度末）資金残高
本年度末（平成２９年度末）歳計外現金残高
本年度末（平成２９年度末）現金預金残高

83億6,173万円
199億8,234万円

705億3,162万円

行政コスト計算書

　住民票の発行や保育園の運営などの経常的な行政サービスの提供にかか
る費用と、使用料・手数料などの収入を表します。１年間の行政サービスの提
供にかかった経費のうち、人件費や補助金などの資産形成に結びつかない経
費と、サービス提供の直接の対価として徴収した使用料・手数料などの収入を
対比したものです。

467億7,749万円

本年度変動額

768億9,845万円

78億9,220万円

722億2,127万円
1,124万円

17億7,689万円

2,182億4,746万円

78億9,051万円
169万円

2,199億2,587万円

705億3,162万円

（補助金や給付費など見返りを求めない支出）

純資産変動計算書
「貸借対照表」の純資産（資産と負債の差額）が平成２９年度中にどのような財
源や要因で増減したのかを表します。本年度末純資産残高は「貸借対照表」純
資産と一致します。

資金収支計算書
（キャッシュフロー計算書）

１年間の現金の出入りを示したもので、その収支の性質に応じて３つに区分し
て、どのような活動に資金を充てたのかを表します。本年度末現金預金残高が
「貸借対照表」の現金預金と一致します。

63億3,955万円

68億7,302万円

本年度変動額

 63億2,863万円

705億6,982万円
3,820万円

△48億1,236万円

△5億 970万円


